
参考様式第１及び参考様式第４の別添３

★ Ｄ 17 - 1 - 4

今回の津波で甚大な被害を受け、区画整理事業により現地再建を計画している閖上地区に

おいて、津波で流失、回収した写真等は、歴史、慣習等を知る貴重な資料として保存活用すべ

くデジタル化に係る事業費として第２回復興交付金事業計画において、必要機材のリース費用

が認められているが、事業の正確性と効率化を図るべく、デジタル化にかかる作業を業務委託

すべく、委託料の追加配分を申請するもの。

【委託料内訳】

平成24年10月から平成26年3月まで　　（期間：１年６ヶ月）

事業費見込み

　平成24年度分　　　3,250千円　内使途協議額　1,150千円

　平成25年度分　　　3,960千円

計　　　　7,210千円

(特記）　本事業は、１年６ヶ月の２ヶ年事業での実施を計画しており、総事業費は、

７，２１０千円を見込んでいる。

平成２４年度の事業費は、３，２５０千円で計画しているが、本事業については、

第２回申請の効果促進事業として、２，１００千円の配分通知を受けていること

から、今回についてはその差額の１，１５０千円の使途協議を行うものである。

※ この様式は、原則として、参考様式第１の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 細要素事業名 津波流失物（写真等）デジタル化事業

細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。


